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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  1,026,137  1,026,137  502,462  276,792  246,883  -  - - 

1 R3 単 －
シビックイ
ノベーショ
ン推進事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 1,500 1,500 1,500 

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴い売上が減少した地域事業者を対象に、新
しい生活様式において生じる新たな事業機会等に対し新規事業を立ち上げるス
タートアップ支援を行い、地域事業者の経営革新を促進し地域経済の活性化を図
るもの
②新規ビジネスモデルチャレンジの支援に必要な補助金・負担金
③新規ビジネスモデルチャレンジ支援補助金　＠1,500千円×1件（公募・選考）
④民間事業者

－ － － － R4.4 R5.3 採択事業の事業継続100％
・市HP、広報紙への掲載
・マスコミを通して周知

市HP
https://www.city.shiojiri.lg.jp/soshiki/10/3489.html

R4当初（地）

2

3 R3 単 －

地域企業経
営革新プロ
ジェクト推進
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 23,000 23,000 23,000 

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、売上の減少に苦しむ市内製造業
事業者等に対し、コロナ禍を凌ぎ、アフターコロナを生き抜くため、収益性及び生産
性の向上・デジタル化・経営基盤の強化等を図る取組等に対し、それらに係る費用
について補助をするもの
②負担金補助及び交付金、委託料
③事業負担金　19,500千円（ロボット導入診断100千円×5件＝500千円、ロボット導
入補助：3,000千円×1件＝3,000千円、研究開発支援補助：1,000千円×5件＝
5,000千円、中小企業デジタル化促進事業補助：300千円×30件＝9,000千円、受発
注支援事業補助：20件×100千円＝2,000千円）、人材確保支援コーディネート委託
3,500千円
④（一財）塩尻市振興公社及び塩尻商工会議所（事業所への補助は塩尻市振興公
社及び塩尻商工会議所）、市（コーディネート委託分）

－ － － － R4.4 R5.3
各種助成金等を活用した企業数
56社以上（予算額71社に対し80％
以上）

HP（塩尻商工会議所）、広報誌（塩尻商工
会議所）、LINE・FB（塩尻商工会議所）、メ
ルマガ（塩尻市振興公社）

研究開発支援事業：
https://sip.shiojiri.com/202205251739/
中小企業デジタル化促進事業：
https://www.shiojiri.or.jp/management-
support/subsidy/2022_digitization/
受発注支援事業：
https://www.shiojiri.or.jp/management-
support/subsidy/order/

R4当初（地）

4 R3 単 ○
プレミアム
付商品券事
業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 200,000 200,000 200,000 

①市民の消費喚起および新型コロナウイルス感染症拡大に伴い影響を受けた地
域経済回復のため、プレミアム付商品券を発行するもの
②事業費負担金及び事務費負担金
③住民を対象にしたプレミアム付商品券を発行（発行総額7.8億円、販売総額6億
円、プレミアム率30％）プレミアム付商品券事業費負担金　180,000千円（＠3,000円
×60,000セット）、プレミアム付商品券事務費負担金　20,000千円（印刷製本費：
7,800千円、現金輸送委託：1,000千円、交通整理委託：1,000千円、販売員派遣委
託：1,500千円、備品賃借料：3,000千円、宣伝広告費：1,000千円、会場費：1,500千
円、振込手数料：800千円、消耗品費：1,500千円、通信費：900千円）
④塩尻商工会議所（住民への販売は塩尻商工会議所）

－ － － － R4.4 R5.3 売上への効果あり（売上増）とアン
ケート回答した参加店舗80％

HP（塩尻市、塩尻商工会議所）、新聞（広
告、記事掲載）、市広報誌（記事掲載、折
込）、会議所広報誌

https://www.shiojiri.or.jp/premium/ R4当初（地）

5 R3 単 － 観光振興事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 25,000 25,000 25,000 

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴い影響を受けた観光産業の新規事業を支
援するもの。市内観光事業者（旅行会社、バス、宿泊、タクシー等）を利用した場合
に補助するほか、本市ブランドのフルーツ（ぶどう）などの地域資源を活用すること
で域内外からの観光需要喚起を図る。
②負担金補助及び交付金
③観光産業負担金　25,000千円
・市内旅行会社を介して購入した宿泊商品への補助：2,000千円（3千円×200件＝
600千円、1千円×1,400件＝1,400千円）
・市内事業者の観光バス利用への補助：100千円×90件＝9,000千円
・市内宿泊者へウェルカムフルーツ（ぶどう）の提供　4,000千円
・市内宿泊者へ土産店と体験施設で利用できるクーポンを配布500円×8,000件＝
4,000千円
・観光客のタクシー代への補助：10千円×500件＝5,000千円
・事務費1,000千円（印刷製本費750千円、宣伝広告費200千円、消耗品費50千円）
④（一社）塩尻市観光協会（事業所等への補助は塩尻市観光協会）

－ － － － R4.4 R5.3

・市内旅行会社を介して購入した
宿泊商品への補助（宿泊料1万円
以上：200件、宿泊料5千円以上1
万円未満：1,400件）
・市内事業者の観光バス利用への
補助（利用件数：90件）
・市内宿泊者へウェルカムフルー
ツの提供　　　（利用件数：9,000
人）
・市内宿泊者へ土産店と体験施設
クーポン（利用枚数：7,000枚）
・観光客のタクシー代への補助（利
用件数：500件）

・市観光協会HP、広報紙への掲載
・マスコミを通して周知

市観光協会HP
https://tokimeguri.jp/news/shiojiriwari-3/

R4当初（地）

6 R4 単 ○

生活困窮世
帯臨時特別
給付金給付
事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 216,100 216,100 216,100 

①コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等が、速やかに生活・暮ら
しの支援を受けられるよう国の住民税非課税世帯等臨時特別給付金に加え、住民
税所得割非課税世帯等に給付金を給付するもの
生活圏内での移動手段としても自家用車の使用する必要がある本市においては、
より多くの市民が直接影響を受けているものと考え、非課税基準所得額が大きくは
変わらないながら均等割が課税されていることで、国の給付金等の給付対象となっ
ていない市民においても、真に生活に困窮していると考え、住民税所得割非課税世
帯を給付対象とし、原油価格・物価高騰対策支援として、より迅速に給付でき、用
途を選ばない現金での給付をおこなうもの
②消耗品費、印刷製本費、郵便料、委託料、扶助費（給付金）
③生活困窮世帯臨時特別給付金30千円×7千世帯＝210,000千円、消耗品費219
千円、印刷製本費343千円、郵便料2,538千円、システム構築委託料3,000千円
④住民税所得割非課税世帯等

－ － ○ － R4.6 R5.3
支給対象見込み予定世帯への支
給
85％（5,950世帯／7,000世帯）

・市HP、広報紙への掲載
・マスコミを通して周知

http://cms2021.city.shiojiri.lg.jp/soshiki/detail.php?lif_id=
23897&simulate_flg=0

コロナ禍において原油価格・物価高騰等により、生活圏
内での移動手段としても自家用車の使用する必要があ
る本市においては、より多くの市民が直接影響を受けて
いるものと考え、非課税基準所得額が大きくは変わらな
いながら均等割が課税されていることで、国の給付金等
の給付対象となっていない市民においても、真に生活に
困窮していると考え、住民税所得割非課税世帯を給付対
象とし、原油価格・物価高騰対策支援として、より迅速に
給付でき、用途を選ばない現金での給付をおこなうもの

住民税非課税世帯等
臨時特別給付金給付
事業費補助金（厚生
労働省）

R4補正（地）

7
8

9 R4 単 ○

子育て世帯
生活支援特
別給付金給
付事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 60,692 60,692 60,692 

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受け、経済的に困窮する子育て世帯を支
援するため、国の「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付
金」に上乗せとして、市独自の給付金を給付するもの
加えて、ひとり親世帯は仕事も子育てもひとりで行っているため負担が大きいこと、
経済的に困窮している割合がふたり親家庭に比べ高いことから、児童扶養手当を
所得要件等により受給していないひとり親世帯（国給付金の支給対象とならないひ
とり親）にも経済状況の悪化による影響が大きいと判断し、当該ひとり親世帯に対し
ても所得要件を設けず、給付を行うもの
なお、本市が昨年度実施したアンケート調査では、所得の低い子育て世帯では５万
円以上の急な出費に対する用意がない家庭が多く、塩尻市プレミアム付商品券を
購入する原資がない家庭も多いことが想定されたことから、即時性が高く、困窮度
合が深刻な家庭にも支援が行き届くよう現金給付を行うもの
②職員手当等、消耗品費、印刷製本費、郵便料、口座振替等手数料、委託料、扶
助費（支援金）
③子育て世帯生活支援特別給付金57,780千円（児童扶養手当受給者等776人×
30千円＝23,280千円、住民税均等割非課税の子育て世帯650人×30千円＝
19,500千円、国対象外ひとり親世帯500人×30千円＝15,000千円）
事務費2,912千円（時間外勤務手当250千円、消耗品費200千円、印刷製本費100
千円、郵便料150千円、口座振替等手数料212千円、システム構築委託料2,000千
円）
④生活困窮する子育て世帯等

－ － ○ － R4.6 R5.3
低所得の子育て世帯に対する子
育て世帯生活支援特別給付金
（国）対象者への支給100%

ホームページ、広報紙を通じて周知

https://www.city.shiojiri.lg.jp/soshiki/43/23549.html

コロナ禍において物価高騰等の影響を受け、経済的に困
窮する子育て世帯を支援するため、国の「低所得の子育
て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金」に上
乗せとして、市独自の給付金を給付するもの
加えて、ひとり親世帯は仕事も子育てもひとりで行ってい
るため負担が大きいこと、経済的に困窮している割合が
ふたり親家庭に比べ高いことから、児童扶養手当を所得
要件等により受給していないひとり親世帯（国給付金の
支給対象とならないひとり親）にも経済状況の悪化による
影響が大きいと判断し、当該ひとり親世帯に対しても所
得要件を設けず、給付を行うもの
なお、本市が昨年度実施したアンケート調査では、所得
の低い子育て世帯では５万円以上の急な出費に対する
用意がない家庭が多く、塩尻市プレミアム付商品券を購
入する原資がない家庭も多いことが想定されたことから、
即時性が高く、困窮度合が深刻な家庭にも支援が行き
届くよう現金給付を行うもの

子育て世帯生活支援
特別給付金給付事業
費交付金（厚生労働
省）

R4補正（地）

10 R4 単 ○ 保育所給食
運営事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

5,433 5,433 5,433 

①これまで通りの栄養バランスや量を保った保育所給食等を実施することを前提
に、コロナ禍において物価高騰に直面する保護者の負担軽減を図るもの
②保育所の給食費の物価高騰分に係る費用（一般会計の給食運営費に充当）※
保育士等の職員を除く
③保育所分3,150千円（園児1,623人×高騰分差額8.4円／食×231日≒3,150千円）
【10/1以降物価高騰分】
保育所分2,283千円（園児1,623人×高騰分差額8.9円／食×113日+牛乳値上げ分
649,983円≒2,283千円）
④生活者（保護者）等

－ － － － R4.6 R5.3 保護者から徴収する物価高騰に
伴う給食費の金額0円

・マスコミを通して周知
・市HPへの掲載

R4補正（地）

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

502,462                                                                                 

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                                                                                           

179,058                                                                         

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付対象経費

-                                                                                  

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ 協力要請
推進枠又
は検査促
進枠の地
方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効
果があると考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

長野県

塩尻市

20215

企画政策部財政課

井出　睦人

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業
者等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

276,792                                                                                 

276,792                                                                                 

-                                                                                          

 本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                                  

個人を対
象とした
給付金等

829,846                                                                                                                                                                                                  

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

60,272                                                                                                                                                                                                    

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

462,046                                                                                                                                                                                                  

15,078                                                                                                                                                                                                    

188,742                                                                                                                                                                                                  

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙な
ど）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

62,914                                                                                                                                                                                                    

188,742                                                                         

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                                  

60,272                                                                           

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

0263-52-0280 323,782                                                                                                                                                                                                  

zaisei@city.shiojiri.lg.jp

通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

246,883                                                                                 

-                                                                                          

246,883                                                                                 

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

179,058                                                                                                                                                                                                  

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                          

地方単独事業費 -                                                                                          

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                                  

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

179,058                                                                         

配分予定額計 829,846                                                                         

-                                                                                          

-                                                                                  

462,046                                                                         

502,462                                                                                 

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

188,742                                                                         

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 -                                                                                          

401,774                                                                         



20215_長野県塩尻市_R04.xlsxＡ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

Ｂ 協力要請
推進枠又
は検査促
進枠の地
方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効
果があると考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業
者等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対
象とした
給付金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙な
ど）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

11 R4 単 ○ 小中学校給
食運営事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

11,668 11,668 11,668 

①これまで通りの栄養バランスや量を保った学校給食等を実施することを前提に、
コロナ禍において物価高騰に直面する保護者の負担軽減を図るもの
②小中学校の給食費の物価高騰分に係る費用（一般会計の給食運営事業諸経費
に充当）※教職員を除く
③小学校分4,450千円（児童3,210人×高騰分差額7円／食×198食／年≒4,450千
円）
中学校分2,357千円（生徒1,700人×高騰分差額7円／食×198食／年≒2,357千
円）
【10/1以降物価高騰分】
小学校分3,178千円（児童3,210人×高騰分差額10円／食×99食／年≒3,178千
円）
中学校分1,683千円（生徒1,700人×高騰分差額10円／食×99食／年≒1,683千
円）
④生活者（保護者）等

－ － － － R4.4 R5.3 保護者から徴収する物価高騰に
伴う給食費の金額0円

・マスコミを通して周知
・市HPへの掲載

R4補正（地）

12 R3 単 ○

プレミアム付
商品券事業
（追加発行
分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 252,962 252,962 252,962 

①市民の消費喚起および新型コロナウイルス感染症拡大に伴い影響を受けた地
域経済回復のため、プレミアム付商品券を追加発行するもの
②事業費負担金及び事務費負担金
③住民を対象にしたプレミアム付商品券を追加発行（発行総額1,087,502千円、販
売総額836,540千円、プレミアム率30％）プレミアム付商品券事業費負担金
250,962千円（＠3,000円×83,654セット）、プレミアム付商品券事務費負担金　2,000
千円（印刷製本費、消耗品等）
④塩尻商工会議所（住民への販売は塩尻商工会議所）

－ － － － R4.4 R5.3 売上への効果あり（売上増）とアン
ケート回答した参加店舗80％

HP（塩尻市、塩尻商工会議所）、新聞（広
告、記事掲載）、市広報誌（記事掲載、折
込）、会議所広報誌

https://www.shiojiri.or.jp/premium/ R4補正（地）

13 R4 単 ○

生活困窮世
帯臨時特別
給付金給付
事業（横出
し）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

28,720 28,720 28,720 

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受け、特に家計への負担が大きい低所得
世帯（住民税非課税世帯）への横出しとして、国及び県の支援の対象から外れる
「税法上の被扶養者」となる世帯に対して、市独自の給付金を給付するもの
所得額が大きくは変わらないながら税法上の扶養に入っていることで、国の給付金
等の給付対象となっていない市民においても、真に生活に困窮していると考え、給
付対象とし、原油価格・物価高騰対策支援として、より迅速に給付でき、用途を選
ばない現金での給付をおこなうもの
②消耗品費、印刷製本費、郵便料、委託料、扶助費（給付金）
国給付金（非課税世帯（均等割））の支援対象外：50千円
長野県給付金（非課税世帯（所得割））の支援対象外：30千円
③生活困窮世帯臨時特別給付金（国対象外）50千円×500世帯＝25,000千円、生
活困窮世帯臨時特別給付金（県対象外）30千円×100世帯＝3,000千円、超過勤務
手当100千円、消耗品費91千円、印刷製本費47千円、郵便料282千円、委託料200
千円
合計28,720千円
④低所得世帯（税法上の被扶養者）

－ － ○ － R4.11 R5.3
支給対象見込み予定世帯への支
給
60％（360世帯／600世帯）

・市HP、広報紙への掲載
・マスコミを通して周知

コロナ禍において物価高騰等の影響を受け、特に家計へ
の負担が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯）への
横出しとして、国及び県の支援の対象から外れる「税法
上の被扶養者」となる世帯に対して、市独自の給付金を
給付するもの
所得額が大きくは変わらないながら税法上の扶養に入っ
ていることで、国の給付金等の給付対象となっていない
市民においても、真に生活に困窮していると考え、給付
対象とし、原油価格・物価高騰対策支援として、より迅速
に給付でき、用途を選ばない現金での給付をおこなうも
の

住民税非課税世帯等
臨時特別給付金給付
事業費補助金（厚生
労働省）

R4補正（地）

14 R4 単 ○ 福祉灯油臨
時助成事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

70,530 70,530 70,530 

①コロナ禍において原油価格の高騰等による経済的負担を軽減し、特に影響が大
きい住民税非課税世帯を対象に、冬期暖房費用の一部を支給するもの
原油価格・物価高騰対策支援として、冬期に間に合うように、迅速に給付できる現
金での給付をおこなうもの
②消耗品費、印刷製本費、委託料、扶助費（給付金）
③福祉灯油助成金10千円×7,000世帯＝70,000千円、超過勤務手当100千円、消
耗品費121千円、印刷製本費109千円、委託料200千円
合計70,530千円
④住民税非課税世帯等

－ － ○ － R4.11 R5.3
支給対象見込み予定世帯への支
給
60％（4,200世帯／7,000世帯）

・市HP、広報紙への掲載
・マスコミを通して周知

コロナ禍において原油価格の高騰等による経済的負担
を軽減し、特に影響が大きい住民税非課税世帯を対象
に冬期暖房費用の一部を支給するもの
原油価格・物価高騰対策支援として、冬期に間に合うよ
うに、迅速に給付できる現金での給付をおこなうもの

R4補正（地）

15 R4 単 ○

子育て世帯
への臨時特
別給付金給
付事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

91,000 91,000 91,000 

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受け、特に家計への負担が大きい子育て
世帯に対して、市独自の給付金を給付するもの
子育て世帯においては、教育費の負担が増加していることから給付対象とし、コロ
ナ禍で家にいる時間が長くなり光熱費が増加する年末までに、原油価格・物価高騰
対策支援として、より迅速に給付でき、用途を選ばない現金での給付をおこなうも
の
②消耗品費、印刷製本費、郵便料、委託料、扶助費（給付金）
③子育て世帯（児童手当受給者）への臨時特別給付金10千円×8,700人＝87,000
千円、超過勤務手当100千円、会計年度任用職員報酬945千円、共済費121千円、
費用弁償32千円、消耗品費191千円、印刷製本費295千円、郵便料1,316千円、委
託料1,000千円
合計91,000千円
④子育て世帯（児童手当受給者）

－ － ○ － R4.11 R5.3
支給対象見込み予定人数への支
給
60％（5,220人／8,700人）

・市HP、広報紙への掲載
・マスコミを通して周知

コロナ禍において物価高騰等の影響を受け、特に家計へ
の負担が大きい子育て世帯に対して、市独自の給付金
を給付するもの
子育て世帯においては、教育費の負担が増加しているこ
とから給付対象とし、コロナ禍で家にいる時間が長くなり
光熱費が増加する年末までに、原油価格・物価高騰対策
支援として、より迅速に給付でき、用途を選ばない現金で
の給付をおこなうもの

R4補正（地）

16 R4 単 ○

水道事業会
計等に対す
る繰出金事
業

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑨推薦事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

水道事業者への電気代高騰分
を助成することにより、水道料
金への価格転嫁を防ぎ、受益
者である市民への負担軽減が
図れるため。

39,532 39,532 39,532 

①コロナ禍における電力価格高騰により大きな影響を受けている水道事業者に対
して、その高騰分について支援するもの。
水道事業者については、導水・送水・排水施設におけるポンプの活用浄水処理等
の過程において多くの電力を消費するため、価格高騰の影響が大きく、この状態が
続けば水道を利用する市民の利用料に価格転嫁されることも想定されるため、高
騰分について支援するもの。
②「水道事業会計」「下水道事業会計」「農業集落排水事業会計」それぞれへの一
般会計繰出金
③総額：39,532千円
・「水道事業会計」8,398千円　根拠：R4所要見込額-R4当初予算額（53,278千円-
44,880千円）
・「下水道事業会計」27,448千円　根拠：R4所要見込額-R4当初予算額（110,648千
円-83,200千円）
・「農業集落排水事業会計」3,686千円　根拠：R4所要見込額-R4当初予算額
（16,341千円-12,655千円）
④水道事業者

－ － － － R5.3 R5.3 電力価格高騰による上下水道利
用料の増額0円

・市HP、広報紙への掲載
・マスコミを通して周知

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001023953.
pdf

水道事業者においては、導水・送水・排水施設における
ポンプの活用浄水処理等の過程において多くの電力を
消費するため、電力価格高騰により事業経費が増大して
いるため、電力価格の高騰分について支援するもの。

R4補正（地）


